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≪スタートアップ補助≫（Ａコース）
新規事業もしくは新規事業を起こすための準備
又は新規の地域コミュニティ活動

○補助割合　　補助対象経費の 10/10 以内
○補助限度額　５万円まで
○補助期間　　１年

≪ステップアップ補助≫（Ｂコース）
既存団体の新規事業又は既存事業の充実もしく
は拡大事業

○補助割合　　補助対象経費の 3/4 以内
○補助限度額　10 万円まで
○補助期間　　Ａ～Ｃ通算で継続最長５年

≪ジャンプアップ補助≫（Ｃコース）
市内の広域的な地域の活性化につながる複数回
実施する事業又は複合的に行う事業

○補助割合　　補助対象経費の 2/3 以内
○補助限度額　30 万円まで
○補助期間　　Ａ～Ｃ通算で継続長５年

≪まちづくりパワーアップ補助≫（Ｄコース）
市全体の活性化につながる事業又は合併前の市
町間を超え、相互に交流及び連携を図る事業

○補助割合　　補助対象経費の 2/3 以内
○補助限度額　50 万円まで
○補助期間　　継続最長３年

平成 26 年度市民活動推進事業

“と
ちぎ夢ファーレ”

募集及び説明会開催

　市では、共に考え共に築きあげる協働によるまちづくりを進めています。市民の皆さ
んからの寄付と税金で運営する「市民協働まちづくりファンド」を活用し、主体的・公
益的な市民活動を応援する事業です。日ごろの思いやアイデアを生かし、栃木市の夢と
未来を創造してみませんか！
◆募集内容
補助の対象となる団体
　主に市内で活動を行う３人以上の非営利活動団体（市民活動団体、ボランティアグルー
プ、ＮＰＯ法人、自治会、ＰＴＡ、育成会など）
補助の対象となる事業
　自らの企画提案によるもので、原則として新たに実施する公益的な事業
※政治活動、宗教活動又は営利を目的とする事業は対象外

応募方法
　12 月 26 日（木）～２月３日（月）（期
限厳守）に  地域まちづくり課、各総合
支所地域まちづくり課及びとちぎ市民活動
推進センターくららにある応募書類（市
ホームページからもダウンロード可）に必
要事項を記入し、  地域まちづくり課（入
舟町／第２別館１階）、各総合支所地域ま
ちづくり課に直接お持ちください。
審査方法
　事業を実施するにあたって、審査を受け
ていただきます。
・一次審査（書類審査）
・二次審査（公開プレゼンテーション）
　　　　　　　　　３月 16 日（日）予定

◆平成 26 年度募集の説明会を開催します
　補助事業の概要や提出書類の書き方など
を説明します。新規に申請する団体の方は、
必ずいずれかの説明会に参加ください。
①１月 14 日（火）藤岡総合支所別館２階
　会議室（藤岡町藤岡）
②１月 15 日（水）大平総合支所別館 3 階
大会議室（大平町富田）
③１月 16 日（木）都賀総合支所別館２階
　大会議室（都賀町家中）
④１月20日（月）本庁舎３階第５会議室（入
　舟町）
⑤１月 21 日（火）西方総合支所２階会議
　室（西方町本城）
☆時間はすべて 19 時～

 地域まちづくり課 ☎ 21 ‐ 2249

補助の種類・内容

※Ｂ・Ｃコースは、３年目以降、補助割合を２分の１以内とします。

手当名 対象者・支給月額 支給制限等

特別児童
扶養手当

20 歳未満の中程度以上の障がい
児を持つ親、養育者

1 級・・・月額 50,050 円
2 級・・・月額 33,330 円

・所得が一定以上ある時
・児童が施設に入所した時

特別障がい者
手当

在宅の２０歳以上で、常時特別な
介護を要する重度障がい者の方

月額 26,080 円

・所得が一定以上ある時
・施設に入所した時
・病院、診療所に 3 か月以
   上入院した時

障がい児
福祉手当

在宅の２０歳未満で、常時特別な
介護を要する重度障がい児の方

月額 14,180 円

・所得が一定以上ある時
・児童が施設に入所した時

特定疾患者
介護手当

一般特定疾患者医療受給者証、小
児慢性疾患特定疾患者医療受診券
をお持ちの方

月額 3,000 円

・なし

重度障がい児
支援手当

重度の障がい児の保護者
・身体障害者手帳１級、２級
・療育手帳 A1、A2 等

月額 3,000 円

・所得が一定以上ある時 
・児童が施設に入所した時

障がい者の手当て申請
　障がいの状態や種類・程度、介護の必要性など条件に合う場合は手当
を受けることができます。
※特別児童扶養手当・特別障がい者手当・障がい児福祉手当は平成 25
　年 10 月分から下記のとおり手当額が改正されました。

 社会福祉課 ☎ 21 ‐ 2424
 健康福祉課 ☎ 45 ‐ 1788
 健康福祉課 ☎ 62 ‐ 0904

 健康福祉課 ☎ 29 ‐ 1103
 健康福祉課 ☎ 92 ‐ 0309

確
定
申
告
の
お
知
ら
せ

～
申
告
は
正
し
く
お
早
め
に
～

税務署による
申告相談

税理士会による
申告無料相談

会　場 栃木商工会議所大ホール
　　（片柳町２ ‐ １ ‐ 46）

開設期間 2 ／ 17（月）
～ 3 ／ 17（月）

2 ／ 17（月）
～ 3 ／ 12（水）

受付時間 ９時 ～ 16 時 ９時 ～ 15 時

　

各
税
（
国
税
）
の
申
告
と
納

税
は
次
の
期
間
で
す
。（
土
・

日
曜
日
・
祝
日
等
を
除
く
）

○
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所
得

税
の
確
定
申
告
と
納
税　

２
月

17
日
（
月
）
～
３
月
17
日
（
月
）

・
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所
得

税
の
確
定
申
告
は
、
前
年
の
１

月
１
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の

１
年
間
に
生
じ
た
全
て
の
所
得

の
金
額
と
そ
れ
に
対
す
る
所
得

税
及
び
復
興
特
別
所
得
税
の
額

を
計
算
し
ま
す
。

・
還
付
申
告
の
方
は
、
２
月
17

日
（
月
）
以
前
で
も
申
告
書
を

提
出
で
き
ま
す
。

○
贈
与
税
の
申
告
と
納
税　

２

月
３
日（
月
）～
３
月
17
日（
月
）

○
個
人
事
業
者
の
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
の
確
定
申
告
と
納

税　

３
月
31
日
（
月
）
ま
で

◆
提
出
方
法　

申
告
相
談
会
の

ほ
か
、
郵
送
や
税
務
署
の
時
間

外
収
受
箱
へ
の
投
函
も
可
。

確
定
申
告
書
の
作
成
は
パ
ソ
コ
ン

が
便
利

　

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

「
確
定
申
告
書
等
作
成
コ
ー

ナ
ー
」
で
は
、
国
税
各
税
の
申

告
書
が
作
成
で
き
ま
す
。
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
（
国
税

電
子
申
告
・
納

税
シ
ス
テ
ム
）

を
利
用
し
て
提

出
も
で
き
ま
す
。

◆
平
成
25
年
分
の
所
得
税
及
び

復
興
特
別
所
得
税
、
贈
与
税
、

税
理
士
に
よ
る
確
定
申
告
無
料

相
談

　

各
税
理
士
事
務
所
で
、
所
得

税
の
確
定
申
告
に
関
す
る
無
料

相
談
を
行
い
ま
す
。
税
理
士
事

務
所
へ
事
前
に
電
話
で
申
し
込

み
く
だ
さ
い
。（
相
談
内
容
に

よ
っ
て
料
金
が
か
か
る
こ
と
も

あ
り
ま
す
。
申
し
込
み
の
際
、

確
認
く
だ
さ
い
）。

◆
相
談
日　

２
月
５
日
（
水
）

◆
申
込
電
話
受
付　

９
時
30
分

～
16
時

公
的
年
金
等
を
受
給
さ
れ
て
い

る
方
へ

　

平
成
23
年
分
以
後
の
各
年
分

に
お
い
て
、
公
的
年
金
等
の
収

入
金
額
の
合
計
額
が
４
百
万
円

以
下
で
、
か
つ
公
的
年
金
等
に

係
る
雑
所
得
以
外
の
所
得
金
額

が
20
万
円
以
下
の
場
合
は
、
所

得
税
及
び
復
興
特
別
所
得
税
の

確
定
申
告
は
必
要
あ
り
ま
せ

ん
。
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所

得
税
の
還
付
や
上
場
株
式
等

に
係
る
譲
渡
損
失
の
繰
越
控
除

な
ど
で
控
除
を
受
け
る
場
合
に

は
、
確
定
申
告
書
の
提
出
が
必

要
で
す
。

◆
市
県
民
税
の
申
告
に
つ
い
て

　

市
県
民
税
は
、
公
的
年
金
等

の
収
入
金
額
が
４
百
万
円
以
下

で
も
そ
の
他
の
所
得
が
あ
る
場

合
や
、
医
療
費
控
除
等
の
控
除

を
受
け
る
場
合
は
、
申
告
が
必

要
で
す
。

１
月
か
ら
記
帳
・
帳
簿
等
の
保

存
制
度
の
対
象
者
が
拡
大

　

個
人
の
白
色
申
告
者
の
う
ち

前
々
年
分
あ
る
い
は
前
年
分
の

事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
又
は

山
林
所
得
の
合
計
額
が
３
百
万

円
を
超
え
る
方
に
必
要
と
さ
れ

て
い
た
記
帳
と
帳
簿
書
類
の
保

存
が
、
こ
れ
ら
の
所
得
を
生
ず

べ
き
業
務
を
行
う
全
て
の
方

（
所
得
税
の
申
告
の
必
要
が
な

く
、
住
民
税
の
申
告
を
す
る
方

も
含
む
）
に
対
象
者
が
拡
大
さ

れ
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
栃
木
税
務
署
個

人
課
税
部
門
（
☎
22
‐
０
８
８
５

※
自
動
音
声
に
し
た
が
っ
て

「
２
」
を
選
択
）
へ
。

復
興
特
別
所
得
税
に
つ
い
て

　

平
成
25
年
分
か
ら
49
年
分
ま

で
の
各
年
分
は
、
所
得
税
と
併

せ
て
復
興
特
別
所
得
税
の
申
告

及
び
納
付
を
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
復
興
特
別
所
得
税

の
額
は
、
各
年
分
の
基
準
所
得

税
額
（
原
則
と
し
て
、
そ
の
年

分
の
所
得
税
額
）
に
2.1
％
の
税

率
を
掛
け
て
計
算
し
た
金
額
で

す
。

　

ま
た
、
平
成
25
年
１
月
１
日

か
ら
49
年
12
月
31
日
ま
で
の
間

に
生
ず
る
所
得
に
つ
い
て
、
源

泉
所
得
税
が
徴
収
さ
れ
る
場
合

に
は
、
復
興
特
別
所
得
税
が
併

せ
て
徴
収
さ
れ
ま
す
。

栃
木
税
務
署 

☎
22
‐
０
８
８
５

▽
土
・
日
曜
日
は
開
設
し
ま
せ
ん
▽
開
設
期
間
中
は
栃
木
税
務
署
庁

舎
で
は
申
告
相
談
を
行
い
ま
せ
ん
▽
会
場
で
は
現
金
納
付
の
窓
口
業

務
は
行
い
ま
せ
ん
▽
栃
木
商
工
会
議
所
で
は
電
話
等
で
の
問
い
合
わ

せ
を
受
け
付
け
て
い
ま
せ
ん
▽
申
告
会
場
の
駐
車
場
は
、
混
雑
が
予

想
さ
れ
ま
す
。
車
で
の
来
場
は
な
る
べ
く
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。

青
年
海
外
協
力
隊
員

　
　
　
帰
国
後
表
敬
訪
問

　

青
年
海
外
協
力
隊
の
一
員
と

し
て
、
グ
ア
テ
マ
ラ
共
和
国
で

２
年
に
渡
り
活
躍
し
た
、
本
市

在
住
の
山や
ま
な
か中

大ひ
ろ
こ子

さ
ん
が
帰

国
、
９
月
12
日
に
市
役
所
を
訪

問
さ
れ
ま
し
た
。

　

山
中
さ
ん
は
、
世
界
で
最
も

美
し
い
と
言
わ
れ
る
ア
テ
ィ
ト

ラ
ン
湖
の
湖
畔
の
村
々
で
、
マ
ヤ

先
住
民
の
女
性
に
、
ミ
シ
ン
縫

製
の
技
術
指
導
や
工
芸
品
の
商

品
開
発
に
取
り
組
ま
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
60
人
以
上
の
縫
製
技

術
を
身
に
つ
け
た
女
性
達
の
た

め
に
卒
業
式
を
行
い
、
教
育
の

機
会
に
恵
ま
れ
な
か
っ
た
女
性

達
に
と
っ
て
、
人
生
で
初
め
て

の
卒
業
式
と
な
っ
た
な
ど
現
地

で
の
活
動
に
つ
い
て
報
告
を
い

た
だ
き
ま
し
た
。

　

今
後
、
青
年
海
外
協
力
隊
員

の
経
験
を
生
か
し
、
よ
り
一
層

の
活
躍
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

 

生
涯
学
習
課 

☎
21
‐
２
７
３
２

個
人
事
業
者
の
消
費
税
及
び
地

方
消
費
税
の
申
告
相
談
及
び
申

告
書
の
受
付
を
実
施
し
ま
す
。


